


［航空管制 追加資料－２（防衛庁資料 ］）

イギリス、ドイツにおける航空管制の軍民一元化の状況

イ ギ リ ス ド イ ツ 日 本

飛 飛行場管制業務 （航空管制運営会社） （ドイツ航空管制有限会社） 国土交通省NATS DFS
(Aerodrome Control航 行

空 場 軍用飛行場においては英軍 軍用飛行場においては独連邦軍 自衛隊の飛行場においては防衛庁Service)
管 周

制 辺 進入管制業務 （航空管制運営会社） （ドイツ航空管制有限会社） 国土交通省NATS DFS
(Approach Control業 空

務 域 軍用飛行場においては英軍 軍用飛行場においては独連邦軍 自衛隊の飛行場においては防衛庁Service)
の

実 そ

施 の

主 他 航空路管制業務 （航空管制運営会社） （ドイツ航空管制有限会社） 国土交通省NATS DFS
体 の 航空路管制業務への英軍関与の有無に(Area Control
空 ついては調査中Service)
域

上記のとおり、航空管制業務の軍民一 航空管制業務は、基本的に が指導 航空管制業務は、国土交通大臣の権限にDFS
元化は行われていない。 ・統制を行い、軍用飛行場周辺空域の航空 属し、防衛庁長官が設置管理する飛行場に

詳細については調査中。 管制業務については、独連邦軍が実施して 係る航空管制業務については、防衛庁長官

いる。 に委任されている。委任により防衛庁長官

設立に際しては、独連邦軍管制官 が行う業務の運営に関する事項についてDFS
航空管制業務実施の状況 も採用され、予備役軍人としての地位を保 は、国土交通大臣が統制している。

（軍民一元化の状況） 有し、軍事上の専門知識をもって にDFS
勤務している。

有事に際しては、独連邦軍が独空域全体

の航空管制の任務を引き継ぐこととなる。

NATS National Air Traffic Services注： ：

： （ドイツ航空管制有限会社）DFS Deutsche Flugsicherung GmbH



その他の国における航空管制の軍民一元化の状況

カ ナ ダ フ ラ ン ス イ タ リ ア ロ シ ア

飛 飛行場管制業務 （非営利法人） 軍用飛行場においては仏軍 軍用飛行場においては伊軍 ロシア航空管制国家単一企業NVA Canada
航 行 民間空港に関しては調査中 民間空港に関しては調査中(Aerodrome Control
空 場 軍用飛行場においては加軍 軍用飛行場においてはロ軍Service)
管 周

制 辺 進入管制業務 （非営利法人） 軍用飛行場においては仏軍 軍用飛行場においては伊軍 ロシア航空管制国家単一企業NVA Canada
業 空 民間空港に関しては調査中 民間空港に関しては調査中(Approach Control
務 域 軍用飛行場においては加軍 軍用飛行場においてはロ軍Service)
の

実 そ 民間航空機の用に供する航空路

施 の パリ周辺の航空路についても に関してのみ、ロシア航空管制国

主 他 航空路管制業務 （非営利法人） 空軍連絡部門があり、一定の影 調査中 家単一企業。NVA Canada
体 の 及びカナダ軍 響力を行使。詳細については調 当該航空路を離れて航行する場(Area Control
空 査中。 合は、国防省の許可が必要。Service)
域

1995年7月、カナダ運輸省は、 上記のとおり、航空管制業務 1979年までは、軍が民間航空 ロシア航空管制国家単一企業

航空管制業務の運営について、非 の軍民一元化は行われていな を含め航空管制業務を実施して は、連邦政府より委託された財産

営利法人として を発 い。詳細については調査中。 いたが、1981年、航空管制庁が を管理運営する企業であり、財産NVA Canada
足させ、 は、1996年 設立され、民間航空の管制が軍 の所有権は国家に帰属し、必ずしNVA Canada
11月よりその運用を開始した。 と切り離された。 も民営化されているとはいえな

航空管制業務実施の状況 有事に際し、カナダ軍は、軍が 1996年12月、 （航空交 い。ENAV
（軍民一元化の状況） 航空管制業務を実施することが望 通援助公団）に改組され、2001 ロシア運輸省は 当面民営化 株、 （

） 。ましいと考えている。 年、株式会社化された。 式会社化 は行わないとしている

同社の株式は国が全額保有して

いる。

注： ： （航空交通援助公団）ENAV Ente Nazionale di Assistenza al Volo


